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東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災にかかるにかかるにかかるにかかる県受入被災者県受入被災者県受入被災者県受入被災者へのへのへのへの

生活支援対応生活支援対応生活支援対応生活支援対応についてについてについてについて

健康福祉部 地域福祉課

地域ケア推進係 福井・久保

5 ０７４２－２７－８５０３

内線 ２８１２、２８１７

１１１１．．．．５５５５月月月月２３２３２３２３日現在日現在日現在日現在のののの受入状況受入状況受入状況受入状況

５５世帯 １４４人

内 訳

住居別 世帯数 人数 被災県別 世帯数 人数

公 県営住宅 １８ ５９ 宮城県 ２０ ３４

的 市営住宅 ４ １２ 福島県 ２３ ７８

住 ＵＲ ３ ６ 千葉県 ４ １２

宅 雇用促進 １ ４ 栃木県 １ ５

小 計 ２６ ８１ 埼玉県 ３ ６

天理教研修施設 ９ １４ 茨城県 ３ ７

その他民間住宅 岩手県 １ ２

等 ２０ ４９

合 計 ５５ １４４ 合 計 ５５ １４４

※ 公的住宅も含め県内の親戚や知人を頼って来県されている方がほとんど

である。

※ 表中、公的住宅分の数値は住宅課受付分、天理教研修施設・その他民間

住宅等は総務省避難情報システムに基づく市町村からの報告による。
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【参考：公的住宅への被災者受入数の推移】

２２２２．．．．受入被災者受入被災者受入被災者受入被災者のののの主主主主ななななニーズニーズニーズニーズとそれにとそれにとそれにとそれに対対対対するするするする対応対応対応対応

来県当初の被災者ニーズは、当面の生活をするために必要な生活物資支援や

子どもの学校のことなどが多かったが、時間の経過とともに、就労支援や、心

のケアなどの支援要請が増えてきている状況。県としては、各段階のニーズに

きめ細かく対応。

（１）当座の住居と生活用品の確保

・公営住宅等の無償提供

公営住宅１６４戸、公的賃貸住宅１４８戸を用意 （5/23現在）

・要望に応じ当座の日常生活用品（布団、炊飯器、鍋、食器、照明等）給与

２８世帯に配付済み

※布団 ５００セット（１セット１万円相当）はニトリより県への寄贈品

※照明 １００セット（１セット３千円相当）は関西電力より県への寄贈

品

・ＮＰＯ「奈良支援ネット」からの支援

衣類、カーテン、物干し竿など計１４９品を１９世帯に支給

・エディオンからの家電製品の提供

「洗濯機５台、冷蔵庫２台、照明器具５台、電気釜１」を５世帯に支給

←４月末までの支援

・日本赤十字社の協力により、避難者４世帯に家電製品（洗濯機、冷蔵庫、

テレビなど）を支給予定←５月からの支援

公営住宅等への県受入被災者数の推移（住宅課発表資料に基づき作成）
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（２）子どもの学校等への転入（５月１日現在）

・小中学生については市町村教委で転入手続き対応

（県教委で把握している受入数は、小学生４４人・中学生６人）

・高校生については県教委で転入手続き対応（県立高校に３名転入）

・保育所や幼稚園への転入についても市町村で対応

・学用品については、ＮＰＯや近隣から支援を受けた例もあり

（３）健康面の不安（通院先の確保や必要な福祉サービスの受給など）

・避難先市町村より病院マップの支給や必要な福祉サービスを案内

（７世帯）

・地元民生委員や自治会長等による訪問支援を実施

・心のケアが必要な場合は、地元保健所の保健師等が訪問（派遣実績２回）

・震災で様々なストレスを抱えている避難者支援として「（仮称）わかち

あいの会」を６月１８日（土）に県新公会堂において開催予定。

奈良の名産品の提供や各種相談コーナーの実施など、被災者が参加しや

すいイベントとなるよう計画中。

（県保健予防課と奈良県臨床心理士会等が連携して実施予定）

（４）就労支援

・受入時に就労支援窓口（県しごとｉセンターやハローワーク)の案内チ

ラシを配布

・被災者支援について関係課や労働局等と連絡会議（奈良県「日本はひと

つ」しごと協議会）を開催し、情報を共有化

・雇用労政課等と連携し、アンケートにより受入被災者の求職状況を把握

し、未就職者に求人情報を提供

・知り合い等を通じ自分で仕事先を見つけた例もあり

３３３３．．．．被災者被災者被災者被災者へのへのへのへの情報提供情報提供情報提供情報提供

・県の相談窓口一覧の配布

・被保険者証なしでの受診、窓口負担の猶予又は免除の案内の配布

・小口生活福祉資金貸付の案内及び被災した学生等へ奨学金の案内

・総務省避難情報システムを通じ、避難元市町村の情報を提供 など

４４４４．．．．被災者被災者被災者被災者のののの生活状況生活状況生活状況生活状況のののの定期的把握定期的把握定期的把握定期的把握

・被災者宅の生活状況を把握し、ニーズに適切に対応するため、５月より

市町村において集約した情報を月２回県に報告する仕組みを構築


